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視点

　これまで、ITの革新は事業変革の波を繰

り返し起こしてきた。1980年代には、メイン

フレーム（大型汎用コンピュータ）の性能向

上と高速の専用通信網の普及によって、大量

の取引データのリアルタイム処理が可能にな

り、それを利用して基幹業務における競争優

位を得ようとSIS（戦略情報システム）のブ

ームが起きた。

　1990年代に入るとクライアントサーバー型

の分散システムが普及し、基幹業務だけでな

く周辺業務や間接業務も含めた業務の再設計

が、BPR（ビジネス・プロセス・リエンジニ

アリング）の名の下に盛んになった。そして

1999年から2000年にかけて、PCとインター

ネットが広く消費者へ普及するようになって

eビジネスがもてはやされ、いわゆる “ドッ

トコム” バブルが起きた。

　こうした過去のITによる事業変革では、先

行企業の成功事例が紹介されてブームにな

り、多くの企業が追従した。ブームの都度、

大きな成果を上げた少数の “勝ち組” 企業が

注目されたが、競争優位を長く維持したり、

抜本的な業務改革を実現したり、新たな柱と

なる事業を確立したりした企業はそれほど多

くはなかった。やがてブームが沈静化する

と、「ITで変革は起こせない」という批判的

な意見がしばらく主流になり、そして次の波

が起こると皆が「今度こそは本物」と夢中に

なる。この繰り返しである。

　今、ITが新たな事業変革の波を起こそう

としている。今回の主役は 4つである。すな

わち、誰でもいつでもどこでも利用できる

「スマートデバイス」、誰とでもつながるコミ

ュニケーションを可能にする「ソーシャルメ

ディア」、個人個人に応じた顧客経験を人の

手を介さずに提供できるようにする「ビッグ

データ」、自らIT資産を持たないという身軽

さを企業にもたらす「クラウドコンピューテ

ィング」である。

　スマートデバイスとソーシャルメディアを

組み合わせれば、より幅広い顧客層に対し

て、よりタイムリーかつフレンドリーに便利

なサービスを提供できるようになる。その顧

客接点から収集した顧客行動に関するビッグ

データを分析すれば、個々の顧客をより深く

理解した “あなただけ” のサービスが組み立

てられる。そしてクラウドコンピューティ

ングを利用すれば、ヒトやモノを自前で多く

抱えずに迅速にサービスを始めることができ

る。このような新たな事業変革の波を「ポス

トPC革命」と名付けよう。

　ITを活用したビジネスモデルは、ヒトやモ

ノを介することによる制約をなくして、プロ

セスの効率性を高め、コストを低減し、事業

の成長スピードを高める効果が大きい。

　一方で、かつてのeビジネスがそうであっ

たように、他社がまねをすることも容易であ

る。このため、一時的には競争優位に立て

ITが起こす事業変革の波
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たとしても、他社が同じように参入すること

が容易なためにすぐに優位性は揺らいでしま

う。実際のところeビジネスで成功した企業

は少数であり、多くの企業は収益を上げるま

でに至らず、過大に評価されていたIT企業

の株価が暴落し、“ドットコム” バブルは崩

壊した。これと同じことが「ポストPC革命」

で起こらないとは限らない。

　ITを活用した事業変革の波に乗り、“勝ち

組” 企業として生き残るためにはどうすれば

よいか、成功事例からその共通項を導き出し

てみよう。

　米国Amazon.com社は、PCによるインタ

ーネット利用が急速に普及し始めた1994年に

いち早く書籍のネット販売事業を立ち上げ

た。従来の書店や書籍販売が抱えていた、高

い店舗コスト、限られた品ぞろえ、画一的な

顧客対応といった問題点をインターネットを

用いることで解決し急成長を遂げたのであ

る。同社は起業から 8年間はずっと赤字を続

けていたが、利益を度外視して成長への投資

を優先した。“Get Big Fast”（他社がまねを

する前に、市場を占有する規模にまで成長し

てしまう）のが同社の戦略であった。

　米国Google社は、1998年の起業当初から自

社の強みである検索エンジンの性能向上に経

営資源を全て集中した。キーワード検索にお

いて、ユーザーが求める情報が的確にヒット

するように、また、ユーザーの関心に沿った

広告が適切な順番で表示されるように、検索

ロジックの精度を高め続けた。このロジック

の優秀さによって、同社は多くのユーザーと

広告スポンサーを獲得できたのである。同社

は今でも膨大な検索ログデータを分析し、絶

えず試行錯誤して検索ロジックの精度を高め

続けている。

　米国Apple社は、創業者でありカリスマ的

リーダーであったスティーブ・ジョブズが暫

定CEO（最高経営責任者）に復帰した1997

年当時、PCベンダーとして “じり貧” の状

態だった。しかしその後、斬新な操作性を持

つ携帯音楽プレーヤーと音楽配信サービスに

よって巻き返し、iPhoneの成功によって見

事に再生を果たしたのである。同社は、斬新

なコンセプトの製品やサービスで消費者に驚

きを与え、ほかでは得られない価値を提供す

るために、デザイン、ハードウェア、OS（基

本ソフト）、アプリケーション、販売に関し

て全て自社でコントロールできる垂直統合能

力を重視している。

　「成長の追求」「自社の強みへの集中」「起

業家のビジョンを実現するための垂直統合能

力」といった “勝ち組” 企業の成功の秘訣

（ひけつ）を学ぶことなく、「自社も乗り遅れ

ないようにやってみるか」と考える企業があ

るとすれば、今回の「ポストPC革命」でも

ブームの後追いに甘んじることを覚悟しなけ

ればならないだろう。 ■

野村総合研究所
研究理事
淀川高喜（よどかわこうき）
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企業のスマートデバイス活用を支えるMDM
─マルチキャリア・マルチOSに対応する「NRI-MDM」─

　企業がスマートデバイスを業務で利用する場合、基盤管理や情報漏えい対策の観点から

MDM（Mobile Device Management）システム（以下、MDM）の導入が必須である。本稿

ではMDMの機能、製品やサービス検討時のポイントを解説するとともに、野村総合研究所

（NRI）が提供するMDMサービス「NRI-MDM」の特徴を紹介する。

進むスマートデバイスの業務利用とMDM

　スマートフォンやタブレット端末といった

スマートデバイスの業務利用が進んでいる。

スマートデバイスは携帯性、操作性に優れ、

社内システムやクラウドサービスにも手軽に

接続できる便利さがある。営業面でも、アプ

リケーションや動画を利用した効果的なプレ

ゼンテーションが可能であり、契約書を電子

化してデータ入力などのバックオフィスコス

トの削減を図ることもできる。

　一方で、紛失・盗難のリスクが高く、情報

漏えいや第三者の不正利用を誘発しやすい。

ウイルス感染の危険性もある。このような

理由から、スマートデバイスの業務利用を支

える管理システムとしてMDMが普及してき

た。個々の端末の状態を正確に把握し、必要

な措置を素早く実施できるMDMは、スマー

トデバイスを活用したい企業にとって必須の

ツールと言える。

MDMの役割

　MDMの主要機能は端末情報の収集、遠隔

操作、設定配信の 3つである。

①端末情報の収集

　端末名、シリアル番号、アプリケーション

のインストール状況など端末の状態に関する

情報（インベントリー）を収集して、業務上

正しい使い方をしているかをチェックする。

②遠隔操作

　紛失・盗難時に、端末の操作を不能にする

リモートロックや、端末内のデータを消去す

図１　MDMの概念

MAM：Mobile Application Management／MCM：Mobile Contents Management

広義のMDM

コンテンツ配信、配信スケジューリング、
ファイルアップロードなど

主に業務システムで求められる
機能

主に通信事業者の端末管理で求
められる機能

アプリケーション配布、インストール・
アンインストール制御など

リモートロック、リモートワイプ、
電話帳操作、インターネット接続制限、
情報収集など

コンテンツマネジメント
（MCM）

アプリケーションマネジメント
（MAM）

デバイスマネジメント
（狭義のMDM）

機能
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るリモートワイプを行う。

③設定配信

　セキュリティポリシーのような各種端末設

定のほか、アプリケーションの配布やインス

トール・アンインストールの制御などのモバ

イルアプリケーション管理（MAM）、コンテ

ンツの配信やそのスケジューリングなどのモ

バイルコンテンツ管理（MCM）が含まれる。

　単にMDMと言う場合、端末情報の収集と

遠隔操作の機能を備える製品やサービス（狭

義のMDM）を指すことが多い。スマートデバ

イスを業務に本格活用する場合には、狭義の

MDMにMAMとMCMを加えた製品やサービ

ス（広義のMDM）が必要となる。（図 1参照）

OSにより異なる端末管理の仕組み

　MDMの端末管理機能は、スマートデバイ

スのOS（基本ソフト）が標準で備えている

端末管理用API（Application Programming 

Interface：ソフトウェアが利用できる命令

や関数、その利用のための手続きを定めたも

の）によって実現する。現在、スマートデバ

イスのOSは米国Apple社のiOSと米国Google

社のAndroid OSが大半を占めているが、iOS

とAndroid OSでは端末管理機能の実現方法

に違いがある。すなわち、iOSはAPIが豊富

だがそれ以外の機能の作り込みには限度があ

り、Android OSはAPIは少ないものの柔軟

な個別作り込みが可能である。

　MDMサーバーと端末間の通信方式も異

なる。iOSではApple社の「APNSサーバー」

を利用する通信方式が一般的であり、この方

式に沿った環境の準備や運用が必要となる。

これに対してAndroid OSでは次のようなバ

リエーションがある。

① 通信事業者のSMS（ショートメッセージ

サービス）サーバーを利用する方式

② 端末が定期的にMDMサーバーにアクセス

するポーリング方式

③ Google社のプッシュ通知サーバーである

C2DM（Cloud to Device Messaging）サー

バーを利用する方式

④ ベンダー独自のプッシュ通知サーバーを利

用する方式

　一般に、iOSはカスタマイズ性は限定的

だが標準の範囲内で実現可能な機能が多く、

Android OSはカスタマイズ性は高いが不足

機能の個別の作り込みが必要となる。

MDM選定のポイント 

　スマートデバイスの業務利用の拡大に伴っ

て多数のMDMが登場してきた。MDMの選

定に当たって検討すべきなのは主に以下の点

である。

①自社運用かSaaSか

　大規模導入の場合は自社運用（オンプレミ

ス）方式の方がコストメリットが出る場合

があり、時間をかけずに始めたい場合には

SaaS（Software as a Service：ソフトウェア

をインターネットを通じてサービスとして利

野村総合研究所
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用する）方式が適している。

②付加機能

　端末管理用APIを利用するリモートロック

やリモートワイプ、端末情報の収集などの基

本機能に関しては製品・サービス間の違いは

小さい。違いがあるのは管理機能の柔軟性

（設定の自由度）や通信方式の種類、関連セ

キュリティサービスの有無などの付加機能で

あり、これらを確認する必要がある。

③ヘルプデスクは社内か社外か

　紛失や盗難などの緊急事態に備えるために

は、休日や深夜を問わず24時間365日の即時

対応が求められる。社内のヘルプデスクが平

日の日中しか受け付けない場合、サービス時

間を変更するか、社外のヘルプデスクを利用

するかを検討すべきである。

NRIが提供するMDMサービス

　NRIが提供しているMDMサービス「NRI-

MDM」は次のような特徴を持っている。

① SaaS方式のサービスであり、企業が自社

で調達・構築する場合と比べて初期費用が

低く短期間で導入が可能である。

② マルチキャリアおよびマルチOSに対応し

ており、キャリアやOSが異なる端末が混

在する場合でもそれらを一元的に管理する

ことが可能である。

③ MDMの機能の提供だけでなく、NRIのサ

ポートデスクがMDMの運用や24時間365

日の盗難・紛失対応を実施する。企業側は

特別に操作を習得する必要がなく、盗難・

紛失に備えた休日夜間を含む対応体制を整

備する必要もない。

OSごとに最適なエンジンを採用

　「NRI-MDM」では、企業が導入している

端末に合わせて最適な機能を提供できるよう

に、iOS向けにはカナダAbsolute Software社

の「Absolute Manage MDM」を、Android 

OS向けには自社開発のエンジンを採用して

いる。どちらのエンジンも、端末情報の収集、

遠隔操作、設定配信などMDMの基本的な機

能のほか、アプリケーションの配布、不正端

末（OSを改変した端末）の検知および通知、

メッセージ送信、コンテンツ配信の機能な

ど、端末の基盤管理だけでなくスマートデバ

イスの活用を促進するための機能を提供して

いる。

（1）iOS向け「NRI-MDM」の特徴

　「Absolute Manage MDM」の大きな特徴

は、設定の自由度が高く柔軟性の高い端末管

理が可能だという点である。そのため、企業

の管理ニーズに合わせた柔軟な運用が可能で

ある。以下に代表的な機能を紹介する。

①柔軟な端末抽出・グルーピング

　管理する端末の情報として、機器情報だけ

でなく端末が持たない情報、すなわち利用者

の名前、社員番号、メールアドレス、部署名

などをカスタムフィールドとして自由に追加

することができる。これらを組み合わせて、
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端末の抽出やグルーピングをきめ細かく行う

ことができる。例えば「営業部管理で最終接

続日時が 3日以上前の端末」「マーケティン

グ部管理かつ管理職以外の端末で、禁止アプ

リケーションをインストールしている端末」

などである。

②スマートポリシー機能

　「端末の抽出条件設定」と「抽出した端末

に対するアクション実行」を 1つのポリシー

として設定する「スマートポリシー」機能を

備えている。

　「端末の抽出条件設定」は上述のとおりき

め細かく行うことができる。抽出した端末に

対するアクションは、メッセージ送信、管

理者へのメール送信、リモートロック、構成

プロファイルやアプリケーションの配布・削

除などを登録することができる。抽出条件

とアクションを組み合わせると、「OSやアプ

リケーションのバージョンが最新でない端

末に注意喚起のメッセージを送信する」「不

正端末を検知し、構成プロファイルを削除

して社内システムへのVPN（Virtual Private 

Network：仮想専用ネットワーク）接続を不

可にする」といったことが可能である。

　スマートポリシー機能は、端末のパスワー

ドポリシーやネットワーク接続の変更に伴う

構成プロファイルの入れ替えに特に有効であ

る（図 2参照）。

　iOSの仕様上、画面ロックがかかっている

端末に対して旧プロファイルの削除指示と新

プロファイルのインストール指示を同時に実

行すると、削除だけが行われてインストール

が行われない。そのため、セキュリティポリ

シーが何も適用されない端末が発生してしま

図２　構成プロファイルの入れ替えイメージ

運用管理者
指示実行機

指示実行機

あらかじめ「新プロファイル
の配布が完了した端末」に対
して自動的に「旧プロファイ
ルの削除」が行われるよう、
スマートポリシー機能を使
って登録しておく。
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端末管理サーバー

スマートポリシーで
自動実行

この操作によって、正しく
構成プロファイルの入れ替
えが完了する。管理者に時
間も手間も取らせず、構成
プロファイルがなくなって
しまうリスクも発生しない。

①新プロファイルの配布

②旧プロファイルの削除
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う。スマートポリシー機能を利用すると、全

端末に対して新プロファイルのインストール

指示を実行した後に、「新プロファイルが入

った端末」という抽出条件と「旧プロファイ

ルの削除」というアクションをスマートポリ

シーとして設定すれば、構成プロファイルの

入れ替えが自動的に確実に行われ、セキュリ

ティポリシーが外れた端末を発生させること

がない。

③管理者IDの自由な割り当て

　複数の管理者IDを発行し、利用できる機

能をIDごとにコマンドレベルで指定するこ

とができる。例えば、本社の統括管理者だけ

でなく、地域管理者や現場管理者にも適切な

管理者機能を利用させることが可能となる。

（2）Android OS向け「NRI-MDM」の特徴

　Android OS向けにはNRIが独自に開発し

たエンジンを採用している。独自通信方式の

メリットがあるほか、企業が持つアプリケー

ションやシステムとの連携が可能という特徴

を持っている。

①独自通信方式の採用でGoogleアカウントが不要

　Android OSのMDMは、提供するキャリ

アやベンダーによって通信方式が異なってい

る。Google社が定める通信方式を用いた製

品・サービスを利用する場合、MDMサーバ

ーと端末の間にGoogle社のプッシュ通知サ

ーバーであるC2DMサーバーを介する必要が

あり、端末ごとにGoogleアカウントの取得が

必要となる。これに対し「NRI-MDM」では

独自のプッシュ通知サーバーを利用するため

Googleアカウントが不要で、煩雑な運用業務

を省略できる。

②アプリケーションレベルでの制御が可能

　Android OSでは、iOSと比較して端末利用

の制御範囲が広い。そのため、端末にインス

トールされているアプリケーションレベルで

の制御も可能である。「NRI-MDM」ではホ

ワイトリスト方式（利用可能なアプリケーシ

ョンを指定し、それ以外のアプリケーション

は使用させない方式）により、端末にインス

トールされているアプリケーションの実行を

バックグラウンドで監視し制御している。

③ 業務システム・業務アプリケーションとの

連携が可能

　独自開発のエンジンであることから、企業

が持つ業務システムや端末アプリケーション

と連携させるためのカスタマイズも可能で

ある。例えば、企業が作成した端末アプリケ

ーションに対し「NRI-MDM」からコンテン

ツデータを配信することができる。また、業

務システムの端末アプリケーションを「NRI-

MDM」から実行タイミングをコントロール

して遠隔起動することも可能である。

PCやWindowsタブレットの管理も可能

　iOS向けのエンジンとして採用している

「Absolute Manage MDM」はもともとマル

チOS対応であり、機能が一部限定されるも

ののAndroid OSの管理も可能である。さら
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にはWindows、Macintoshの両OSのPCまで

管理することができる。（図 3参照）

　PC管理の機能としては、端末情報の収集、

遠隔操作、設定配信（ソフトウェア管理）と

いったMDMの基本機能以外に、パッチ管理、

イメージング、パワーマネジメント（電源管

理）といったIT資産管理ツールとしての機

能も有している。

「NRI-MDM」のサービス拡充に向けて

　MDMの分野には多くのベンダーが参入し

てきており競争も激しくなっている。「NRI-

MDM」はさらなる差別化を図るため、今後、

以下のような機能強化を予定している。

①管理者機能の強化

　「Absolute Manage MDM」は、管理者機能

のWebアプリケーション化（現在はWindows

アプリケーションでの提供）や、Absolute 

Software社の他の製品との統合が予定され

ている。NRIはそれらの機能拡充を積極的に

取り入れ、サービスとして顧客企業に提供し

ていく予定である。またAndroid OS向けの

エンジンも継続的に機能改善を行うことにし

ている。

②MDMサポートデスクの海外対応強化

　NRIのMDMサポートデスクは現在でも規

定フォーマットによる依頼であれば英語での

対応が可能だが、さらに海外対応を強化して

いく方針である。

③金融機関向けガイドラインへの対応

　より高いセキュリティレベルが求められる

金融機関向けに、公益財団法人金融情報シス

テムセンター（FISC）が定める「金融機関

等コンピュータシステムの安全対策基準」へ

の対応を進めていく。 

　NRIでは、お客さまの多様なニーズに応え

るため、このように「NRI-MDM」の継続的

なサービス拡充を図っていく。 ■

図３　「NRI-MDM」のマルチプラットフォーム

アプリケーション管理
構成管理
遠隔操作
ファイル管理
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特　集　［ITソリューション最前線］

　業務改革を目的にスマートデバイスを業務で利用する動きが加速している。しかし、ただ

単に導入しただけでは業務改革を実現することはできない。本稿では、企業でのスマートデ

バイス活用を成功させるためのポイントについて考察するとともに、NRIのモバイルシステ

ム開発基盤「ZOOK+」（ズークプラス）を紹介する。

本格化するスマートデバイスの業務活用

　2010年の米国Apple社のiPadの登場以来、

スマートデバイス（スマートフォン、タブレ

ット端末などの多機能端末の総称）の業務で

の利用が急速に拡大している。

　当初は、グループウェア（メールやスケジ

ュールの閲覧）、営業支援ツール（プレゼン

テーション、ドキュメント共有）、モバイル

会議など、汎用製品をインストールすればす

ぐに使えるような形でスマートデバイスを利

用していた。これは、いわば業務利用の “試

行期間” であったと言える。このような、採

用意欲の高かった企業での初期導入が一巡し

て、今後は基幹システムとの連携など、スマ

ートデバイスの本格的な活用が進んでいくと

考えられる。

　また、既存ソフトウェア資産の活用も期待

できるWindows 8を搭載したスマートデバイ

スの登場や、仮想デスクトップ（サーバー上

に仮想マシンを置き、クライアントからアク

セスしてデスクトップ環境を利用する形態）

製品の成熟により、これまで導入に消極的だ

った企業へとスマートデバイス利用のすそ野

が広がっていくことも予想される。

スマートデバイス活用による業務改革

　スマートデバイスがビジネスシーンにもた

らした主なインパクトには以下の 3点が挙げ

られる。

① 高精細の動画や音声を組み合わせたリッチ

なプレゼンテーションを実現でき、顧客へ

の訴求力が格段に向上したこと

② デバイスがコンパクトで簡単に持ち運べる

ため、利用場所の制約がなくなったこと

③ デバイスと通信ネットワークを組み合わせ

ることで、社内システムとのリアルタイム

のデータ連携が可能になったこと

　このようなスマートデバイスの特性を生か

せる分野で、以下のように接客力向上、ペー

パーレス化、ワークスタイル改革といった業

務改革が進んでいる。

　小売り・流通の店頭業務では、動画による

商品紹介、リアルタイムの在庫確認、顧客情

報の確認、料金シミュレーションなどにタブ

レット端末を活用し、ブランドイメージの向

上や、待ち時間短縮による顧客満足度向上を

実現している。保険・金融・製造業の渉外業

務では、上記のような接客業務の高度化に加

えて、タブレット端末を使った契約手続きの

スマートデバイスの業務活用のポイント
─NRIのモバイルシステム開発基盤 「ZOOK+」─
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入力などにより、バックオフィス

の業務効率化やペーパーレス化を

進めている。

　SFA（Sales Force Automation：

コンタクト管理、行動管理、実績

管理などの営業支援システム）の

領域でも、タブレット端末やスマ

ートフォンの活用が進んでいる。

外出先から営業日報登録やメール

送受信を行ってオフィス在席時間

を減らせば、ワークライフバラン

ス（仕事と生活の調和）の改善につながる。

業務改革成功の鍵はユーザーエクスペリ
エンスにあり

　ここで 1つ留意しておく必要があるのは、

スマートデバイスを導入したからといって、

それが直接的に業務改革につながるわけでは

ないことである。実際に、導入に成功した企

業がある一方で、あまり使われずに失敗に終

わった企業もある。失敗の原因は、ユーザー

エクスペリエンス（経験価値）を提供できて

いないことにあると思われる。

　例えばスマートデバイスを営業ツールとし

て導入するケースを考えてみよう。業務部門

から見れば、ペーパーレス化による業務効率

化とコスト削減のメリットがある。しかし営

業担当者にとっては従来の営業スタイルの変

更を迫るものとなるため、新ツール導入への

抵抗感が大きく、活用が進まないケースが少

なくない。

　スマートデバイスという新しい武器を活用

して業務改革を実現するためには、使い勝手

がいいだけでなく、「使うことが楽しい」と

か「本当にやりたかったことができる」とい

った、機能性を超えた高い利用価値を提供す

ることで、ユーザーに新しいデバイスを積極

的に使ってもらうようにすることが重要なの

である。ユーザーエクスペリエンスとはこの

ようなポジティブなシステム利用経験を表す

概念であり、スマートデバイスの普及ととも

に、ユーザーエクスペリエンスを重視したシ

ステム開発が注目を集めるようになってい

る。（図 1参照）

ユーザーエクスペリエンス実現のポイント

　ユーザーエクスペリエンスを実現する上で

のポイントは 2つある。1つはユーザー中心

設計と呼ばれる、ユーザー部門を巻き込んだ

野村総合研究所
情報技術本部
生産基盤サービス部
上級システムコンサルタント 
宮前英子（みやまええいこ）
専門は基盤ミドルウェア製品の企画・
開発・導入コンサルティング

図１　ユーザーエクスペリエンスの概念
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設計手法の導入であり、もう 1つは、現在の

コンシューマー ITをけん引している新しい

フロント技術（操作性に関わる技術）の活用

である。

①ユーザー中心設計

　ユーザー中心設計とは、システムの機能面

ではなく、ユーザーの属性や実際の利用シー

ンの分析を起点にシステムをデザインする開

発手法である。開発の上流工程からユーザー

部門とIT部門が共同して、業務利用につい

ての要件定義と、試作品の開発と評価を繰り

返し行う。ユーザー視点での開発を上流工程

から徹底することにより、利用価値の高いシ

ステムの開発が可能となる。

②新しいフロント技術の活用

　スマートデバイスは一般消費者向けの機器

として発展してきたものである。このため、

ユーザーは業務端末に対しても私的利用と同

じレベルの使いやすさを意識せずに要求して

しまう。そのようなユーザーに利用してもら

うためには、これまでの企業ITの主流であ

った単一の “枯れた” 技術というアプローチ

ではなく、最新のデバイスやアプリケーショ

ン開発技術の活用が必須である。

開発フレームワークの有用性

　今日、ビジネスとITの融合が進めば進む

ほど、システムの開発から運用開始までに

許される時間は短くなる一方である。同時

に、システムの安定運用を堅持することは企

業ITの使命である。すなわち、技術的難易

度が高く手間がかかる「新しい設計手法の導

入」や「最新技術の積極採用」と、短期間で

の開発と安定運用が同時に求められるわけで

ある。このような要請の下で、IT部門がスマ

ートデバイス活用による業務改革に寄与する

ために押さえておくべきポイントとは何だろ

うか。1つのヒントは開発フレームワークの

活用にある。

　開発フレームワークとは、アプリケーショ

ン開発と運用を効率化するために用いる機

能・部品群の総称である。オープン系Web

システムの普及とともに発展してきたものだ

が、高度なユーザーエクスペリエンスが求め

られるスマートデバイス時代においては特に

以下の機能が重要になる。

①デバイスの差異の吸収

　企業ITは、常に新しい技術を取り入れて

いく必要から、デバイスの頻繁な更改を前提

にせざるを得なくなっている。従って、OS

（基本ソフト）を含むデバイスの更改のたび

にアプリケーションを修正しなくて済むよう

に、デバイスの差異を吸収する機能をフレー

ムワークが提供することで多種多様なデバイ

スへの乗り換えを容易にする必要がある。

②使いやすい部品・ツールの提供

　これからの企業ITは、使いなれた技術だ

けでなく新しい技術を積極的に活用していく

必要に迫られている。そのため、新しい開発

技術に習熟していなくてもスマートデバイス

特　集

レポートに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法及び国際条約により保護されています。
Copyright © 2013 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. No reproduction or republication without written permission.



2013年5月号14

設計手法の導入であり、もう 1つは、現在の

コンシューマー ITをけん引している新しい

フロント技術（操作性に関わる技術）の活用

である。

①ユーザー中心設計

　ユーザー中心設計とは、システムの機能面

ではなく、ユーザーの属性や実際の利用シー

ンの分析を起点にシステムをデザインする開

発手法である。開発の上流工程からユーザー

部門とIT部門が共同して、業務利用につい

ての要件定義と、試作品の開発と評価を繰り

返し行う。ユーザー視点での開発を上流工程

から徹底することにより、利用価値の高いシ

ステムの開発が可能となる。

②新しいフロント技術の活用

　スマートデバイスは一般消費者向けの機器

として発展してきたものである。このため、

ユーザーは業務端末に対しても私的利用と同

じレベルの使いやすさを意識せずに要求して

しまう。そのようなユーザーに利用してもら

うためには、これまでの企業ITの主流であ

った単一の “枯れた” 技術というアプローチ

ではなく、最新のデバイスやアプリケーショ

ン開発技術の活用が必須である。

開発フレームワークの有用性

　今日、ビジネスとITの融合が進めば進む

ほど、システムの開発から運用開始までに

許される時間は短くなる一方である。同時

に、システムの安定運用を堅持することは企

業ITの使命である。すなわち、技術的難易

度が高く手間がかかる「新しい設計手法の導

入」や「最新技術の積極採用」と、短期間で

の開発と安定運用が同時に求められるわけで

ある。このような要請の下で、IT部門がスマ

ートデバイス活用による業務改革に寄与する

ために押さえておくべきポイントとは何だろ

うか。1つのヒントは開発フレームワークの

活用にある。

　開発フレームワークとは、アプリケーショ

ン開発と運用を効率化するために用いる機

能・部品群の総称である。オープン系Web

システムの普及とともに発展してきたものだ
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られるスマートデバイス時代においては特に

以下の機能が重要になる。

①デバイスの差異の吸収

　企業ITは、常に新しい技術を取り入れて

いく必要から、デバイスの頻繁な更改を前提

にせざるを得なくなっている。従って、OS

（基本ソフト）を含むデバイスの更改のたび
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に、デバイスの差異を吸収する機能をフレー

ムワークが提供することで多種多様なデバイ

スへの乗り換えを容易にする必要がある。
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　これからの企業ITは、使いなれた技術だ

けでなく新しい技術を積極的に活用していく

必要に迫られている。そのため、新しい開発

技術に習熟していなくてもスマートデバイス
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向けのアプリケーショ

ンを早く簡単に開発で

きるようにする部品や

ツールが必要となる。

モバイルシステム開
発基盤「ZOOK+」

　以上の理由から、野

村総合研究所（NRI）

は2012年 5月 に、 モ

バイルシステム開発基盤（フレームワーク）

「ZOOK+」の提供を開始した（図 2参照）。

その特徴は下記のとおりである。

①多様なデバイスへの対応

　スマートフォン、タブレット端末、PCな

どの特性に合わせて画面を自動的に最適化す

る「マルチデバイス変換機能」を持ってい

る。これにより、デバイスの更改（OSを含

む）への柔軟な対応が可能となり、アプリケ

ーションを長期間にわたって利用することが

可能となる。

②アプリケーションの短期開発

　タッチデバイスに最適化されたUI（ユー

ザーインターフェース）部品を中心に、多言

語変換・業務テンプレート・コード自動生成

機能など、高速開発を支える数多くの機能を

持つ。これにより、アプリケーションの開発

範囲が局所化されるため、ビジネスの要求に

迅速に対応したアプリケーションの短期開発

が可能となる。

③変化に強い標準技術の採用

　標準規格やデファクトスタンダード（事実

上の標準）を中核技術として採用しているた

め、特定のベンダーに依存することのない構

造のプラットフォームとなっている。これに

より、今後登場する新しいデバイス技術や開

発技術への柔軟な対応が可能となり、長期に

わたって製品・保守サービスを利用すること

ができる。

　開発フレームワーク導入の効果は、開発・

運用の手間やコストを軽減するだけではな

い。それによって生まれた時間やリソース

を、ユーザーエクスペリエンスの高度化や業

務改革の実現という、より付加価値の高い活

動に振り向けられるようになることに大きな

意味がある。NRIでは、「ZOOK+」と併せて、

ユーザーエクスペリエンス実現のためのコン

サルティングからアプリケーション開発まで

幅広い支援サービスを提供し、企業のスマー

トデバイス活用を支援している。 ■

図２　「ZOOK+」の位置付け
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パブリッククラウドがもたらすITの新時代
─“IT資産の所有”から“ITサービスの利用”へ─

　経営環境が激しく変化する時代に、企業がITを活用して成長を続けるためには、ITのコス

ト、スピード、安全を意識したクラウドサービスを適材適所で利用していく必要がある。本

稿では、“IT資産の所有” から “ITサービスの利用” への変化を引き起こすパブリッククラウ

ドサービス「Amazon Web Services」の活用について紹介する。

企業で利用が進むパブリッククラウド

　現在、さまざまなITベンダーから多様な

クラウドサービスが提供されるようになっ

ている。米国国立標準技術研究所（National 

Institute of Standard and Technology：

NIST）では、提供されるサービスのレイヤ

ーの違いから、それらのクラウドサービス

をIaaS（Infrastructure as a Service：機器

や回線などシステムの基盤を提供）、PaaS

（Platform as a Service：ソフトウェアを

稼働させる機器や基本ソフトなどを提供）、

SaaS（Software as a Service：ソフトウェア

を提供）の 3つに分類している。

　IaaSの代表的なサービスとして挙げら

れるのが、米国Amazon.com社が提供する

「Amazon Web Services」（以下、AWS）で

ある。米国Gartner社が毎年発表する「Magic 

Quadrant for Cloud Infrastructure as a 

Service」の2012年10月に発表された最新版

でも、AWSは他の追随を許さない圧倒的な

リーダーと位置付けられている。

　そもそも、コンピュータリソースをインタ

ーネットを通じてサービスとして提供すると

いうビジネスモデルを創ったのがAWSであ

り、これに対して後からクラウドサービスと

いう名前が付けられたのである。

　前述のNISTは、クラウドサービスの実装

モデル（サービス提供の形態）という観点か

ら、パブリッククラウド（共同利用型のクラ

ウドサービス）、プライベートクラウド（企

業内など専用利用のクラウドサービス）、ハ

イブリッドクラウド（前二者を組み合わせた

もの。詳細は本誌2013年 2月号P.8～P.9「ク

ラウドにどう取り組むか」を参照）に分類し

ている。AWSはパブリッククラウド型の代

表的なサービスである。

　野村総合研究所（NRI）は、これまでお客

さまのデータセンターやNRIのデータセンタ

ーの自社運用（オンプレミス）環境にシステ

ムを構築することが多かった。しかしクラウ

ドサービス時代には、お客さまのニーズやシ

ステムの特性に合わせて、サブシステムごと

に適材適所でプライベートクラウドやパブリ

ッククラウドのサービスを活用したシステム

構築を行っている。さらには、既存IT資産

を生かして、オンプレミス環境と各種クラウ

ドサービスを連携させたハイブリッドクラウ

ドの構築も手がけている。

　以下では、日本でも利用者が多く大きな存
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パブリッククラウドがもたらすITの新時代
─“IT資産の所有”から“ITサービスの利用”へ─

　経営環境が激しく変化する時代に、企業がITを活用して成長を続けるためには、ITのコス

ト、スピード、安全を意識したクラウドサービスを適材適所で利用していく必要がある。本

稿では、“IT資産の所有” から “ITサービスの利用” への変化を引き起こすパブリッククラウ

ドサービス「Amazon Web Services」の活用について紹介する。

企業で利用が進むパブリッククラウド

　現在、さまざまなITベンダーから多様な

クラウドサービスが提供されるようになっ

ている。米国国立標準技術研究所（National 

Institute of Standard and Technology：

NIST）では、提供されるサービスのレイヤ

ーの違いから、それらのクラウドサービス

をIaaS（Infrastructure as a Service：機器

や回線などシステムの基盤を提供）、PaaS

（Platform as a Service：ソフトウェアを

稼働させる機器や基本ソフトなどを提供）、

SaaS（Software as a Service：ソフトウェア

を提供）の 3つに分類している。

　IaaSの代表的なサービスとして挙げら

れるのが、米国Amazon.com社が提供する

「Amazon Web Services」（以下、AWS）で

ある。米国Gartner社が毎年発表する「Magic 

Quadrant for Cloud Infrastructure as a 

Service」の2012年10月に発表された最新版

でも、AWSは他の追随を許さない圧倒的な

リーダーと位置付けられている。

　そもそも、コンピュータリソースをインタ

ーネットを通じてサービスとして提供すると

いうビジネスモデルを創ったのがAWSであ

り、これに対して後からクラウドサービスと

いう名前が付けられたのである。

　前述のNISTは、クラウドサービスの実装

モデル（サービス提供の形態）という観点か

ら、パブリッククラウド（共同利用型のクラ

ウドサービス）、プライベートクラウド（企

業内など専用利用のクラウドサービス）、ハ

イブリッドクラウド（前二者を組み合わせた

もの。詳細は本誌2013年 2月号P.8～P.9「ク

ラウドにどう取り組むか」を参照）に分類し

ている。AWSはパブリッククラウド型の代

表的なサービスである。

　野村総合研究所（NRI）は、これまでお客

さまのデータセンターやNRIのデータセンタ

ーの自社運用（オンプレミス）環境にシステ

ムを構築することが多かった。しかしクラウ

ドサービス時代には、お客さまのニーズやシ

ステムの特性に合わせて、サブシステムごと

に適材適所でプライベートクラウドやパブリ

ッククラウドのサービスを活用したシステム

構築を行っている。さらには、既存IT資産

を生かして、オンプレミス環境と各種クラウ

ドサービスを連携させたハイブリッドクラウ

ドの構築も手がけている。

　以下では、日本でも利用者が多く大きな存

2013年5月号 17

在感を持つパブリッククラウドサービスであ

るAWSについて、その活用方法に焦点を当

てて解説する。

パブリッククラウド利用のメリット

　企業がパブリッククラウドを利用するメリ

ットは、何といってもコストの低さである。

サービスプロバイダーのデータセンターを拠

点に広く一般に提供され、多くの利用者があ

るパブリッククラウドは、“規模の経済” を

生かして低コストでサービスを提供できると

いう特徴がある。

　AWSは、2013年 3月時点でデータセンタ

ー群を世界の 9カ所（ 1カ所は米国政府関連

専用）に持つグローバルなサービスであり、

完全従量課金制で、わずか数分で利用を開始

できる完全なオンデマンド型サービスであ

る。利用料金の面でも、AWSは他社が常に

追従しなければならないほど競争力のある低

価格のサービスとなっている。

　右肩上がりの成長が見込める安定した経営

環境においては、自社でプライベートクラウ

ドやデータセンターを構築した方が低コスト

の場合がある。しかし、経営環境の変化が激

しい今のような時代においては、利用台数の

増減など、必要に応じて利用状況を適正化で

きるパブリッククラウドはコスト的にメリッ

トが大きい。

　もう 1つのメリットは、事業展開のスピー

ドを速めるために有効だという点である。パ

ブリッククラウドを利用することは、これま

では当たり前であった “IT資産の所有” か

ら “ITサービスの利用” へとITの利用形態

を大きく変えることを意味する。それによっ

てITの調達時間を短縮すれば、市場への製

品やサービスの投入を早めることができる。

グローバルな事業展開にも、全世界にデータ

センターを持つパブリッククラウドは大きな

武器となる。

　NRIは、AWSが2010年 3月に日本でのデ

ータセンター運用を開始する前から、AWS

の海外のデータセンターを利用して日本の企

業向けにパブリッククラウド導入を支援し

てきた。その実績から、NRIは2010年 2月に

「AWSソリューションプロバイダー」に認定

されている。

パブリッククラウド利用の課題

　企業がパブリッククラウドを利用する際

に、そのメリットが逆に課題となることがあ

る。大きな課題としては 2つ挙げられる。

　1つ目は、パブリッククラウドが、サービ

スプロバイダーからインターネット経由で広

く一般に提供される共用のサービスである

ため、専用線と比較して回線のスピードや安

定性が劣ることである。インターネット自体

が共用のネットワークサービスであり、消費

者向けのサービスなどに広く利用されている

が、企業の基幹システムでAWSを利用する

場合、共同利用型サービスであることが課題
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上級テクニカルエンジニア
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になる。

　2つ目はセキュリティである。企業の重要

情報を取り扱うシステムで共同利用型サービ

スであるパブリッククラウドを利用しようと

すると、企業にとってはサービスのセキュリ

ティに大きな関心を払う必要がある。

NRIのパブリッククラウド導入支援

　NRIは、パブリッククラウドの上記の課題

を解決するため、AWSを利用しようとして

いる企業に対して以下のような支援サービス

を提供している。

（1）専用線によるクラウド接続サービス

　AWSには、利用企業とAWSの間を専用線

を用いて接続する「AWS Direct Connect」

というサービスがある。NRIは「AWS Direct 

Connectソリューションプロバイダー」とし

て、この「AWS Direct Connect」と利用企

業を結ぶクラウド接続サービスを提供してい

る（図 1参照）。これにより、企業は機密情

報を安心して通信でき、大容量のデータ転送

もストレスなくできる広帯域の通信環境を実

現することができる。NRIは、このクラウド

接続サービスとAWS上でのシステム構築の

両方をワンストップで提供できる数少ないソ

リューションプロバイダーとして、企業にお

けるパブリッククラウドの導入を広くサポー

トしている。

（2）セキュリティリファレンスの提供

　特に厳しいセキュリティが求められる金融

機関などのシステムについては、内閣府所管

の公益財団法人金融情報システムセンター

（FISC）が「金融機関等コンピュータシステ

ムの安全対策基準・解説書」（以下、「安全対

策基準・解説書」）を公開し、その基準を守

ることを求めている。「安全対策基準・解説

特　集

図１　NRIのパブリッククラウド接続サービス
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書」は、金融機関の自主基準として1985年12

月に初めて刊行されて以来、金融機関で広く

活用されている。2011年 3月に刊行された第

8版は、138の設備項目、114の運用項目、53

の技術項目から構成されている。

　NRIは、SCSK社、電通国際情報サービス

社（ISID）と共同で、金融機関などにおけ

るクラウド活用を促進することを目的に、

AWSのセキュリティ対応内容が「安全対策

基準・解説書」第 8版の全305項目にどのよ

うに適合しているかを調査し、「金融機関向

け『Amazon Web Services』対応セキュリ

ティリファレンス」を公開した（図 2参照）。

　セキュリティリファレンスは、「安全対策

基準・解説書」の項目ごとにAWSのセキュ

リティ対応状況を整理し、AWSが基準に適

合し得ることを示し、金融機関のシステムの

みならず、他業種企業の基幹システムにおい

てもAWSを利用して安心・安全なシステム

を構築・運用できることを示している。

“ITサービス利用”のIT新時代

　セキュリティリファレンスで示しているよ

うに、パブリッククラウド型のサービスであ

るAWSも、企業で利用する際に求められる

機能が拡充されてきている。また、これまで

は企業での利用が想定されていなかったため

に、リスクと対応策が整理されていなかった

セキュリティについても、明確な対策が示さ

れるようになった。そのため、企業がパブリ

ッククラウドのメリットを生かせる分野に適

材適所でAWSを活用する事例が増えてきて

いる。

　　“IT資産の所有” から “ITサービスの利

用” へと向かう、ITの新時代が本格化しよ

うとしている。 ■

図２　セキュリティリファレンスの活用イメージ

安心・安全かつ機動性の高い金融サービスの実現
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　近年、“フューチャーセンター”（創造的な対話のための場）などを中心に行われているワ

ークショップ（共同作業）は、“ホールシステムアプローチ” と呼ばれる考え方がベースにな

っている。本稿では、“ホールシステムアプローチ” が普及してきた背景を探り、企業組織の

構造的な問題をどのように解決するべきかを考察する。

普及する“ホールシステムアプローチ”

　落ち着いたカフェのような空間、壁一面に

書かれた落書きのような図や文字、無造作に

貼られたカラフルなポストイット、テーブル

に置かれたお菓子やジュース、その中で行わ

れる話し合い。企業や組織の枠を超えて、創

造的なアイデアを生み出すことを目的に行わ

れる “フューチャーセンター” のワークショ

ップなどでよく見られるようになった光景で

ある。

　カフェのようにリラックスした雰囲気の中

で行われるこの新しい会議方法は “ワール

ドカフェ” と名付けられている（図 1参照）。

さまざまなバックグラウンドを持つ参加者が

テーブルを囲んで、おしゃべりするように自

由に対話する手法である。

　このように、幅広く関係者を集め、相互理

解や合意形成を目指して会話を進める手法を

総称して “ホールシステムアプローチ” と呼

ぶ。そう呼ばれる理由は、対話の中で扱われ

るテーマに関わる全ての事象や関係者を 1つ

のシステムと見なし、ワークショップに参加

したメンバー一人一人がそのシステムで起き

ていることを自分のことと捉え、皆が一体と

なって対話を進めていくからであると筆者は

考えている。

　ホールシステムアプローチは、国際紛争な

どに際して、対立関係にあるグループの間に

第三者が入り、対話による相互理解と問題解

決を図る手法として効果が実証されている。

フューチャーセンターでは、その実例や研究

結果を参考にしたと思われるワークショップ

が、事業アイデアを生み出したり、それを組

み合わせたりすることを目的に行われている

のである。

　近年、活発に行われている企業同士のワー

クショップは、新規事業創造や業務革新が起

きにくくなっていることを問題とする企業同

士が互いの利害を調整しながら問題解決を図

ろうとするものである。以下では、新規事業

や業務革新とは異なるテーマである、組織開

発というアプローチに論点を絞りたい。

組織開発のワークショップ

　組織開発とは、組織が自ら課題を発見し、

自らの力で解決できるようにするためのアプ

ローチである。そこでも、相互理解や課題解

決のための手法としてワークショップが行わ

れる。ワークショップ自体は、これまでもさ

トピックス

注目される“ホールシステムアプローチ”
─組織の問題解決に重要な“対話の場”の創造─
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れる話し合い。企業や組織の枠を超えて、創

造的なアイデアを生み出すことを目的に行わ

れる “フューチャーセンター” のワークショ

ップなどでよく見られるようになった光景で

ある。

　カフェのようにリラックスした雰囲気の中

で行われるこの新しい会議方法は “ワール

ドカフェ” と名付けられている（図 1参照）。

さまざまなバックグラウンドを持つ参加者が

テーブルを囲んで、おしゃべりするように自

由に対話する手法である。

　このように、幅広く関係者を集め、相互理

解や合意形成を目指して会話を進める手法を

総称して “ホールシステムアプローチ” と呼

ぶ。そう呼ばれる理由は、対話の中で扱われ

るテーマに関わる全ての事象や関係者を 1つ

のシステムと見なし、ワークショップに参加

したメンバー一人一人がそのシステムで起き

ていることを自分のことと捉え、皆が一体と

なって対話を進めていくからであると筆者は

考えている。

　ホールシステムアプローチは、国際紛争な

どに際して、対立関係にあるグループの間に

第三者が入り、対話による相互理解と問題解

決を図る手法として効果が実証されている。

フューチャーセンターでは、その実例や研究

結果を参考にしたと思われるワークショップ

が、事業アイデアを生み出したり、それを組

み合わせたりすることを目的に行われている

のである。

　近年、活発に行われている企業同士のワー

クショップは、新規事業創造や業務革新が起

きにくくなっていることを問題とする企業同

士が互いの利害を調整しながら問題解決を図

ろうとするものである。以下では、新規事業

や業務革新とは異なるテーマである、組織開

発というアプローチに論点を絞りたい。

組織開発のワークショップ

　組織開発とは、組織が自ら課題を発見し、

自らの力で解決できるようにするためのアプ

ローチである。そこでも、相互理解や課題解

決のための手法としてワークショップが行わ

れる。ワークショップ自体は、これまでもさ

トピックス
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まざまな目的で行われ

てきたが、本稿で取り

上げているコミュニケ

ーションのためのワー

クショップは、大学な

どで研究・体系化され

たものを、筆者が所属

する部門で過去 4年に

わたって実施してきた

ものである。ひと言で

言えば「共同作業を通

じた相互理解と合意形

成の場」である。

　そしてワークショッ

プがそのような場とし

て成立する条件として

「主体性」「身体性」「即興性」が挙げられ、

それによって「自己原因性」が引き出される

のである。以下で、この 4つのポイントにつ

いて解説し、企業の組織問題にどのような意

味を持つかを考えてみよう。

　主体性とは、参加者一人一人が主役として

平等な立場で参加できることである。そのた

めには上下関係を意識させないことが必要

で、あだ名をつくって呼び合うなどの工夫が

行われる。ワークショップの場では、参加者

全員に平等というルールを守ることを約束さ

せる。テーマや論点は事前に整理し、合意形

成がしやすい人数で始めて段階的に参加者を

増やしていくなど、きめ細かい配慮が計画的

になされる。

　身体性とは、普段は仕事で使わない感覚を

刺激し、新たな視点や考え方を身に付けるこ

とである。冒頭で述べたワークショップの光

景は、さまざま小道具を駆使して五感を刺激

し、新たな発想を生み出す場にするための演

出である。

　即興性は、あえて参加者に事前準備をさせ

ず、ワークショップで初めて考え、発言する

ようにすることで、本音や柔軟な発想を引き

出すことである。ワークショップでは、考え

がまとまらないうちに意見を言うことを求め

られるが、周囲はそれを受け入れるというル

ールが定められているので、参加者が意見を

野村総合研究所
情報技術本部
基盤リソース開発部
専門スタッフ
広瀬安彦（ひろせやすひこ）
専門は組織風土改革のためのワーク
ショップデザイン

図１　ワールドカフェの流れ

出所）香取一昭、大川恒『ホールシステム・アプローチ』（日本経済新聞出版社刊）に基づき作成
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言いやすい雰囲気ができている。

　以上の条件を前提に、参加者一人一人が自

己原因性（自分が場に対して影響を与えてい

ること、貢献していること）を責任とともに

自覚できるようになるのである。

組織が抱える構造的な問題

　このようなワークショップが日本の企業で

必要とされるようになったのはなぜだろう

か。日本の大手企業は、経済成長の低下やコ

ンプライアンス（法令順守）強化のあおりを

受けていることもあり、社外の人材と交流し

て社交性を養う機会を社員に与えることが

年々難しくなってきている。

　企業における社交性とは、新規製品・サー

ビス開発や新規顧客開拓などの創造・発展的

な仕事において社内外の多様な人材と触れ合

い、人づきあいや人脈形成などの能力を高め

ることである。社交性を養う機会の欠如は、

大企業で特に進行していると推察される。大

企業では組織の専門化が進んで組織内の人材

の多様性が失われ、所属する部署が違うだけ

で会話が成り立ちにくくなり、結果として協

業や交流が極端に少なくなる、いわゆる組織

の “サイロ化” 現象が起きている。

　もう 1つの問題は、マネジメント層と中

堅・若手層との間のコミュニケーション不全

である。マネジメント層は「中堅・若手層が

提案どころかアイデアすら出してこない」と

嘆き、中堅・若手層は「マネジメント層から

仕事の裁量権を与えてもらえない」と文句を

言うような状態は、多かれ少なかれどの企業

でも見られる世代間の隔絶とも言うべき現象

である。その背景にあるのは、2000年前後に

起きたITバブルを境とする産業構造の変化

だと考えられる。

　現在のマネジメント層が中堅・若手だった

ころのIT業界は急成長期にあり、業務をシ

ステム化することだけが仕事だったと言って

もよい。企画、提案、設計といった業務の分

業化は行われていなかったので、一人で何役

もこなさなければならなかった。業務の標準

化も現在のようには進んでおらず、さまざま

な関係者と会話し、一から業務手順を整理す

ることも少なくなかった。しかしそれだけ

に、さまざまな経験を積むことができ、多様

な人脈も形成できたのである。

　ところが、現在の中堅・若手層が入社した

2000年ごろから後は、IT産業が成熟化して

低成長期に入り、業務の標準化がきめ細かく

進んだ。組織は専門化され、小分けにされた

業務を、組織間で交流することなく粛々と行

うという傾向も強まった。これはIT業界に

限らず、他の業界でも多かれ少なかれ起きて

いることではないだろうか。近年、業界を問

わず大手企業の人材育成担当者から、組織横

断もしくは異業種交流のワークショップ開催

を求める声が聞かれるようになってきたの

は、こうした現状を打開しようとしているか

らにほかならない。

特　集
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提案どころかアイデアすら出してこない」と

嘆き、中堅・若手層は「マネジメント層から

仕事の裁量権を与えてもらえない」と文句を

言うような状態は、多かれ少なかれどの企業

でも見られる世代間の隔絶とも言うべき現象

である。その背景にあるのは、2000年前後に

起きたITバブルを境とする産業構造の変化

だと考えられる。

　現在のマネジメント層が中堅・若手だった

ころのIT業界は急成長期にあり、業務をシ

ステム化することだけが仕事だったと言って

もよい。企画、提案、設計といった業務の分

業化は行われていなかったので、一人で何役

もこなさなければならなかった。業務の標準

化も現在のようには進んでおらず、さまざま

な関係者と会話し、一から業務手順を整理す

ることも少なくなかった。しかしそれだけ

に、さまざまな経験を積むことができ、多様

な人脈も形成できたのである。

　ところが、現在の中堅・若手層が入社した

2000年ごろから後は、IT産業が成熟化して

低成長期に入り、業務の標準化がきめ細かく

進んだ。組織は専門化され、小分けにされた

業務を、組織間で交流することなく粛々と行

うという傾向も強まった。これはIT業界に

限らず、他の業界でも多かれ少なかれ起きて

いることではないだろうか。近年、業界を問

わず大手企業の人材育成担当者から、組織横

断もしくは異業種交流のワークショップ開催

を求める声が聞かれるようになってきたの

は、こうした現状を打開しようとしているか

らにほかならない。
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真にフラットな場の創造に向けて

　組織が自律的に課題を発見し、解決できる

ようになるためには、組織のメンバーが各現

場の課題意識を持ち寄り、組織全体として必

要な施策を話し合える場が必要である。

　野村総合研究所（NRI）では、フューチャ

ーセンターでのワークショップが脚光を浴び

るようになる前の2007年から「NRIウェイワ

ークショップ」と呼ばれる、自社のあるべき

将来像を上下関係や部門を越えて語り合うた

めの仕組みがあった。そこで行われる会話の

特徴は、ディスカッション（討議）ではなく

ダイアログ（対話）だということである（図

2参照）。

　筆者が所属する部門でも、2008年に組織風

土上の課題を解決することを目的にした中

堅・若手層による委員会組織において、前述

した部署間やチーム内のコミュニケーション

の円滑化を目的としたワークショップなどが

自主的に行われた。これらの活動は、他部門

や社外との交流、顧客への新規提案や業務改

善を考える場の創出など、さまざまな目的で

行われるようになった。

　組織開発の鍵となるワークショップの成否

は、その目的を組織のトップやマネジメント

層に理解させ、組織内の参加対象者の心に響

く内容を企画し、実際にワークショップを円

滑に運営できるかどうかにかかっている。そ

のため、自前でワークショップを企画・運営

できるようになる必要がある。

　近年、ファシリテーション（司会進行）に

ついて書かれた書籍やトレーニングの場が増

えているので、それらを活用しつつ、組織風

土に応じたノウハウを蓄積していくことが重

要である。現在、NRIの社内では組織開発を

目的としたさまざまなワークショップが活発

に行われている。 ■

図２　ディスカッションとダイアログの違い

誰もが良いアイデアを持っているはずだ
それらを持ち寄れば、良い解決案が見いだせるだろう

正しい答えがあるはずだ
それは自分の答えだ

戦略的：参加者は、相手が間違っている
ことを証明しようとする

相手の欠点を探しながら、そして反論を
組み立てながら、相手の話を聞く

理解しよう、意義を見いだそう、同意しようとして相手の
話を聞く

相手の考え方を取り入れれば自分の考えも改善できると認
める

協力的：参加者は、共通の理解を目指して協力する

自説の
扱い

すべての立場を再調査

共通の基盤を探すこと

相手の立場を批判する

相手の見解に反対し、自説を主張する

勝つこと

ディスカッション（討議） ダイアログ（対話）

目的

前提

態度

聞き方

評価

出所）香取一昭、大川恒『ホールシステム・アプローチ』（日本経済新聞出版社刊）に基づき作成
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海外便り

オリンピック跡地をIT産業政策で活用
─英国版シリコンバレー構想─

　2012年のロンドンオリンピックは、ソーシャルメディアが初めて本格的に活用されたオ

リンピックだった。大会運営上の重要課題の1つであった大規模かつ複雑な情報ネットワー

クインフラの整備は、英国の経済産業政策と深く関連している。本稿では、経済活性化の効

果が期待される英国版シリコンバレー構想について紹介する。

“IT都市”を印象づけたオリンピック

　オリンピックの直前、ロンドンでは「BCP

（事業継続計画）は万全か？」があいさつ代

わりであった。交通機関や情報ネットワーク

がオリンピックによる集中アクセスの負荷に

耐えられずに機能不全に陥ることを恐れたも

のである。大会期間中の夏期休暇取得や在宅

勤務を奨励した企業もあった。しかし、この

ような心配は無用だっただけでなく、逆にロ

ンドンの高度で堅固な都市インフラをメディ

アを通じて世界にアピールすることになった。

　オリンピック閉幕後の2012年11月、スウェ

ーデンに本社を置く通信大手のEricsson社が

「ネットワーク化社会都市指標」を発表した。

世界の25都市を、ビジネスに寄与するITの

活用力に着目して多角的に比較分析しランキ

ングしたものである。ロンドンは総合点で第

2位、東京は第 7位に入っている。

　ITを駆使したオリンピック運営、Ericsson

社のランキングと英国の経済産業政策は無関

係ではない。2010年11月にキャメロン首相は

英国版シリコンバレー “East London Tech 

City”（以下、テックシティ）構想を発表し

ていた。

日本企業も進出するテックシティ

　テックシティはオリンピックの跡地を含む

ロンドン東部一帯に計画され、欧州の技術ハ

ブを目指して先端技術企業の誘致が盛んに行

われている。米国のGoogle社、Facebook社、

Amazon.com社のほか英国のVodafone社な

ど、大手企業が研究所などを開設または建設

予定であり、複数の大学が産学共同研究への

参加を表明している。モバイル向けコンテン

ツやサービスを提供する日本のグリーも、英

国子会社のGREE UKが2012年 9月に欧州開

発拠点をテックシティに開設した。

　ロンドン東部は、都市開発が後れ失業率も

高い地域である。オリンピックをきっかけに

地域の再開発が進み、都市インフラが整備さ

れたことを利用して、継続的な地域振興と雇

用促進を図ろうというのがテックシティ構想

である。

金融街シティ近くに集まるスタートアップ企業

　一方、金融街シティに近く、イングランド

銀行からも徒歩15分の距離にあるOld Street

交差点周辺にはIT系のスタートアップ企業

（起業間もない企業）が多く集まっている。
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クインフラの整備は、英国の経済産業政策と深く関連している。本稿では、経済活性化の効

果が期待される英国版シリコンバレー構想について紹介する。

“IT都市”を印象づけたオリンピック

　オリンピックの直前、ロンドンでは「BCP

（事業継続計画）は万全か？」があいさつ代

わりであった。交通機関や情報ネットワーク

がオリンピックによる集中アクセスの負荷に

耐えられずに機能不全に陥ることを恐れたも

のである。大会期間中の夏期休暇取得や在宅

勤務を奨励した企業もあった。しかし、この

ような心配は無用だっただけでなく、逆にロ

ンドンの高度で堅固な都市インフラをメディ

アを通じて世界にアピールすることになった。

　オリンピック閉幕後の2012年11月、スウェ

ーデンに本社を置く通信大手のEricsson社が

「ネットワーク化社会都市指標」を発表した。

世界の25都市を、ビジネスに寄与するITの

活用力に着目して多角的に比較分析しランキ

ングしたものである。ロンドンは総合点で第

2位、東京は第 7位に入っている。

　ITを駆使したオリンピック運営、Ericsson

社のランキングと英国の経済産業政策は無関

係ではない。2010年11月にキャメロン首相は

英国版シリコンバレー “East London Tech 

City”（以下、テックシティ）構想を発表し

ていた。

日本企業も進出するテックシティ

　テックシティはオリンピックの跡地を含む

ロンドン東部一帯に計画され、欧州の技術ハ

ブを目指して先端技術企業の誘致が盛んに行

われている。米国のGoogle社、Facebook社、

Amazon.com社のほか英国のVodafone社な

ど、大手企業が研究所などを開設または建設

予定であり、複数の大学が産学共同研究への

参加を表明している。モバイル向けコンテン

ツやサービスを提供する日本のグリーも、英

国子会社のGREE UKが2012年 9月に欧州開

発拠点をテックシティに開設した。

　ロンドン東部は、都市開発が後れ失業率も

高い地域である。オリンピックをきっかけに

地域の再開発が進み、都市インフラが整備さ

れたことを利用して、継続的な地域振興と雇

用促進を図ろうというのがテックシティ構想

である。

金融街シティ近くに集まるスタートアップ企業

　一方、金融街シティに近く、イングランド

銀行からも徒歩15分の距離にあるOld Street

交差点周辺にはIT系のスタートアップ企業

（起業間もない企業）が多く集まっている。
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シリコン・ラウンドアバウト（円形交差点）

と呼ばれるこの一帯は地の利の割りに賃料が

安く、すでに2008年には15社のIT系スター

トアップ企業が存在していたが、テックシテ

ィ構想発表後の 2年間で200社を超える数に

まで急増した。

　起業家コミュニティーの中心となっている

のは、シリコン・ラウンドアバウトから 1本

裏道に入った場所にあるGoogle社のCampus 

Londonである。地下カフェテリアや廊下は、

ノートパソコンを囲みながら議論に熱中する

若い起業家でにぎわい、会員制共有オフィス

とイベント用スペースでは起業家による投資

家向けのイベントが定期的に開催されてい

る。これは米国のシリコンバレーで行われて

いる起業支援のスタイルと同様である。

生かすべき英国の特色

　英国のIT産業政策には課題も多い。テッ

クシティ建設構想の発表はシリコン・ラウン

ドアバウト周辺の賃料を上昇させ、スタート

アップ企業の支援に逆効果をもたらしたとい

う意見があるほか、企業誘致の対象と目的が

曖昧で、米国ほど起業支援モデルが確立して

いないため、大企業がスタートアップ企業を

買収してしまい産業育成に結び付かないとい

う見方もある。

　欧州の技術ハブを目指しているのは英国だ

けではない。北欧諸国は携帯電話の製造で実

績があり、ルクセンブルクは規制緩和や税制

優遇政策を打ち出してAmazon.com社や楽天

の欧州本社の誘致に成功している。英国の強

みを挙げるとすれば以下の 2点が主なもので

あろう。

①ビジネス活用力を持つ人材が豊富

　ロンドンオリンピック組織委員会委員長で

あったデイトン氏は、米国の大手投資銀行バ

ックオフィス部門の欧州責任者および欧州の

COO（最高執行責任者）を務めた人物であ

る。また組織委員会の中にはシティ勤務の経

験者が少なくない。金融ビジネスでは、導入

リスクを最小にするために技術の先端性より

も実績を重視する傾向がある。失敗が許され

ないオリンピックを支えるITに 2年以上の

実績のある技術のみが採用されたことは、こ

れを反映したものと考えることができる。

②ユーザーの声からビジネスヒント

　ロンドンはそれほど広くないエリアにビジ

ネスと娯楽が集中し、さまざまな背景を持つ

人々が世界中から集まっている。米国のシリ

コンバレーがサンフランシスコから車で 1時

間ほどの距離にあるのと比べ、ロンドンのIT

関連企業にとって多種多様なユーザーが徒歩

圏内にいることは大きな利点と言えよう。

　ロンドンオリンピックは、英国のIT活用力

を世界に宣伝する絶好の機会だった。英国が

目指すべきなのは、先端技術の開発を競うシ

リコンバレーではなく、ITをビジネスに適用

する金融ITベンダーが集まる米国東海岸モ

デルではないだろうか。 ■
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